



科 学技 術 庁 科 学 技 術 政 策 研 究 所
NATIONALIINSTITUTEOFSCIENCE
ANDTECHNOLOGYPOLICY
巻 頭 対 談 一 目デ リ ックD.フ レイ ザ ー(ア ル バ ー タ大 学 学 長)
【後藤 晃第1研 究 グル ープ総括主任研 究割 本 日は、カナダか らアルバ ータ大学 のロデ リックD.
フ レイザ ー学長 にご来所頂きま した。今後 、貴大学 との研 究交流を進 めて まい りたい と思い ますが、
まず、 この機 会 に学長か らアルバー タ大学 の概要 をご紹介 下 さい。
1フレイザー 】アルバー タ州 は太平洋岸か ら数 えて二番 目、ブ リテ ・イッシュ ・コnン ビア州の隣 に
位置 しています。1988年にアルバ ータ州のカルガ リーで、冬季 オ リンピ ックが開催 され た こ とは ご
記憶 で しょ う。 われ われ のメイン ・キャンパスは、エ ドマ ン トンに あ ります。
アルバ ータ大学 は、間 もな く90周年 記念式典 を行 います。カナダではかな り規模 の大 きな大学 で、
連邦政府 、州政府 、民 間企業か ら受 けている助成研究費お よび奨学金 の規模 では4番 目、学 生数 で
は3～4番 目に当た ると思います。
【後藤 】学生数は何人位 です か。
【フ レイザ ー】約32,000人です 。学部 として、農林 ・家政学 、芸術 、経営学、歯学、教育学、工学、
医学、先住 民 に関す る研 究、看護学 、法学 、薬学、体 育学、 リハ ビリテ ーシ ョン医療 、お よび科 学
に関す る15学部が あ り、 この他 、フランス語 を使 用す る学部 を持 ってい ます。科 学、工学、芸術 の
各学部には経 済学科 も含 まれ ています。
アルバ ー タ大学は、 日本 の大学16校との間で交換留 学な どの正式な協定 を結 んでお ります。特 に
経 営学部 な どは 日本、 中国な どの東ア ジア地域 に関す る研究 ・教育に積極 的で、専 門的 な 日本語学
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習のプ ログラム も導入 されてい ます。現在 、約520名の学生 が 日本語 を学習 してお り、500名弱の
学生が 中国語を学 習 しています。
【後藤 】私 は経済学 、産業組織論を専門 としてお り、最近では主に技術変化の経済分析 を手掛 けて
います。 学長の ご専門は医療経済 と伺 ってお りますが、科学技術政策 に関連 して、何 か ご関心をお
持ちのテーマはあ ります か。
【フ レイザー】アルバ ータ大学 には科学政策 を研究 している者 もお ります し、私 自身、個 人的には
科学政策に関心を持 ち続 けて きま した。例 えば、大学 と産業部 門 との連携 です。基礎 的なバ イオメ
ディカルや 臨床 医学 な どの医学分野について、 日本にお ける大学の研究 と製薬企業 との関係 を調べ
た ものがあれば、読 んでみた い と思 っています。
ところで、 この点は是非 申 し上げておきたいの ですが、アル バータ州 は財政赤字を大幅に削減 し
ま した。最 早、4ド ル の税収 に対 して5ド ル の財政支出 とい った状況 にはあ りません。おそ らく、
現在 のアル バー タ州 の経済 はカナダの州の中で も最 も健全で、投資 にも適 してい ます。私 は、その
理由が科学 政策 にある と申し上 げたいのです。
経 済力を一層強化す るために、大学は科 学、工学のい くつ かの分野 において、行政や民間部 門 と
の緊密 な協力を望 んでいます。 われわれは、 どうすれば石油、ガス、農林業、鉱 業な どの資源依 存
型 の産 業に付加価値 をもた らせ るか とい う問題 を解決す るために努力 してお ります。 また、新 しい
産業経 済に も関与 しよ うとしています。電気通信、バイオサイ エンス、バイオテ クノロジーな どは、
アルバー タ大学の得意 とす る分野にな ると思います。
【後藤 】産 学官の協力 関係 の推進は、 日本 でも重要な政策課題 とされて きました。大学 と産 業部 門
の研 究交流 について言 えば、 国立大学の教授 と民 間企業の研 究者 が共 同で仕事をす ることが制度 的
に難 しい とい う問題 があ り、政府は この点を改正 し協力関係 を推進 しよ うと努 めています。
貴大学では、民 間部 門への技術移転は どのよ うに進 めてお られ るのですか。
【フ レイザー1ア ルバ ータ大学 には、IndustrialLiaisonOfficeとい う非 常に大 きなオ フィスがあ
ります。 その仕事 は、主 に教授が新工程や 新製品 に関す る特許 を取 ろ うとす る際の支援 です が、取
得 され た特許 につ いて民 間部 門にライセンスを与 える業務 も行 っています。また時々、新製 品を商
業化す るために 自ら企業 を設 立す ることもあ ります。
【フ レイザ ー】 こち らの研究所 には、大学院生 を実習プ ログラムで受 け入れ る制度があ ります か。
【後藤 】それ はあ りませ んが 、ポス トドク トラル ・フェロー シップを活用 して、若 手研 究者 を特別
研 究員 として受 け入れ ています。また、外 国機関 との関係 ではSTAフ ェローシ ップ とい う制度 が
あ り、私 のグル ープにも現在 、マ ンチ ェスター大学か ら研 究者 が来 てお ります。
NISTEPは 、外 国の大学 、研 究機 関 との間 で様 々な研究 交流 を展開 しています が、今後 、貴
大学 との交 流を推進す るに当って、何かアイデ アが あ りま した らお話 し下 さい。
【フ レイザ 大巧一】特別 な提案 とい うわけではあ りませんが、われ われ の経営学部や 工学部 には、NI
STEPと 同 じ分野 の研究 を してい る者 がお りますので、彼等 がこち らの研 究所 に何 日か在席す る
機会 を持 ち、またNISTEPの 方にはアルバ ータ大学に滞在 して頂 くよ うな機会 を持ちたい と思
います。
【後藤 】堅 実な ご提案だ と思 います。 あ りが とうございま した。
(本記事 はフ レイザ ー学長が1995年5月23日に当研究所 を訪 問 した際の対談内容 を基 に作成 した。)
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1.最 近 の 動 き/CurrentTopics
○研 究会等/ResearchMeetings
・ 「アジアの科 学技術政策 に関す る研 究会」 の第1回 会合 を5月8日 に開催 した。
この研 究会 は、発展著 しいアジア諸国の科学技術 政策の動 向を調査す るこ とを 目的 としてい る。
本年度 は韓 国を対象 国 として、その科 学技術 と政策の現状及び将来の方向性 について研 究す る。
第1回 会合 では、研究の方針について検討 した。
、
○主 要 来 訪 者 一 覧/ForeignVisitorstoNISTEP
5/10(水)Mr.RupertMyers(オー ス トラ リア研 究 協力 セ ン ター 評価 運 営委 員 会 委 員 長)
/22(月)Prof.KennethR.0'Connell(オレゴ ン大 学建 築 芸 術 学 部 長)
/30(火)Dr.JohnBell(オー ス トラ リア 産 業科 学技 術 省 副 次 官)
■.レ ポ ー ト紹 介/HighユightoftheRewReport
韓国の電子産業における対日依存と今後の課題
*こ の小文 は1993年2月～1995年5月まで特別研究員 として 当研究所 に勤務 されて いた ク ・ボン
ジェ(具 本懐)氏 が取 りま とめた 同名 の レポー ト(科 学技術政策研究所調査研 究資料 一40)を
同氏の了解 の下で第三調査研究 グルー プにお いて要約 した ものである。
本研究 では、韓 国の電子産業 におけ る日本 との関係 の実態 について焦点をあてて、商品及び技術
に関す る貿易構造や 日本企業の韓国に対す る投資 について分析 してい る。特に、韓 国の電子 産業に
お ける技術導入 の実態 を通 して、 日本 か らの技術 移転 が韓 国産業 に与 える影響 を考察 し、韓 国の電
子産業 にお ける今後の課題 について分析 してい る。
なお 、ここでい う 「電子産 業」 とは以下の ものを含む範 囲であ り、正確 に言 えば 「電子 ・電気産
業」で あるが、簡単のため 「電子産業」 として論 じている。
民生用:電 子製品(映 像機器、音響機器等)、 電気製 品(回 転機器 、電熱機器等)
産業用:通 信機器(有 線通信機器、無線通信機器、電子応用機器)、 情報機器(電
子 計算機 、周辺機器、 ソフ トウェア等)、 電気計測器
部 品:電 子管 、半導体素子、手動部品、機構部品、機 能部 品
1.韓 国 と 日本の電子産業 の比較
韓 国の電子産業 は1959年に輸入部品を使 った ラジオの組立か ら出発 した。60年代 に入ってか ら、
先進 国か らの技術導入 と豊富 な労働力 の活用 によ り、 トランジスタラジオや 白黒テ レビの生 産を開
始 し、その後 、70年代 に入 ると、 ラジカセ 、オーデ ィオ製品、カラーテ レビ、80年代 には、VTR、
電子 レンジ、半導体な どが主力製品 として登場 してきた。
概略的 に言 うと、韓国の電子産業 は、資本 と技術 の不足のた め、海外 か らの技術導入や部 品輸入
に基づ き、優 秀で低廉 な労働力 を活用 してセ ッ トの組 立生産 を輸出の中軸 として発展 してきた。 一
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方、韓 国政府 は、半導体産業の育成や部 品産業 の育成 を図ってきてお り、その結果、80年代に入 る
と、それ まで に蓄積 した経験 と技術 導入 によ り、韓国の電子産 業の技術水準は 向上 し、特に組立加
工技術 について は、相 当な水準に到 っている と評価 され ている。 しか しなが ら、組立技術 を除 く電
子技術全般 について言 えば、特に設 計や試験分析 技術 、新素材 ・光技術 な どの先端技術 部門が弱い
と考 え られてい る。
日本 と韓国の電子産業は、発 展段階 が異な りこれを全般的 に比較す るこ とは難 しいが、産業規模 、
生産性や収益性 な どのい くっかの側面 か ら比較 してみ よ う。表1に 製造業に 占め る韓 国 と 日本の電
子産業の比重の比 較(1990年)を掲 げる。
表1を 見ればわか るとお り、1990年において輸 出全体 の中で電子産業の輸出が 占める割合 は韓 国
と日本 とはほ とん ど同 じ水準 である。一方、付加価値生産額 では、H本 の17.1%に比 べて韓 国は12.
10/。と低 くなってお り、 このこ とは韓国が 日本 と比べて相対 的に付加価値 の小 さい製品 を中心 として
生産 してい ることを意 味 している。 また、1989年の産業全体 の研究開発 投資に 占める電子産 業の研
究開発投 資の割合 では、韓 国の41.6%が日本の34.1%より高 くなってい る一方 で、研 究開発活動 に
従事 している研究者 の実数 を見てみ る と、韓国はH本 の約10分の1の水準 に過 ぎない こ とがわか る。
表1製 造業 に占める韓 ・日電子産業 の比重 の比較(1990年)
(単位'%)
韓 国 日 本
輸出 26. 6 26. 7
付加価値 12. 0 17. 1
雇用者数 15. 2 (477千人) 17. 5 (1,918千人)
企業数 9. 7 (6,311) 4. 3 (18,305)
設備投資 13. 2 22, 1
研究 開発投資(*1) 41. 6 34, 1
研究者数(*2) 36. 6 (12,865人) 38. O (119,386人)
ダ'
(出所)韓 国電 子 工 業 振 興 会(EIAK)、 日本 電 子 機械 工 業会(EIAJ)
(*1)(*2)は産 業 全 体 に 占 め る比 重 で1989年 の もの で あ る。
日本 の電子産業 に とっては、相対 的に大 きな 内需市場の存在 が安定的 な成長の基盤 にな った と言
われ ている。韓国の場合は、最初の段 階では、 内需規模 が小 さかったので、輸出 に基づいた成長 し
かで きなか った と考 えられ る。1990年現在 、 日本 の電子産業 の生産 は1,836.5億ドルで、韓国の
289.2億ドルの約6.4倍であ る。1985年には、.約12倍であった ことを考 えると、1986年以降の韓国

































(出所)韓 国電子工業振興 会 「電子 ・電気工業統 計」1991
日本電子機械 工業会 「日本 の電子工業」1992
2.韓国の電 子産業 にお ける対 日依存の実態
電子分野 にお ける貿易収支 は1992年には90.3億ドル の黒字である。 この ことは、この年 の韓国の
全産業 の貿易収支が2L5億 ドルの赤字であった こ とを考 えると、韓 国経 済に占める電子産業 の位置
づ けが どれだ け大 きか ったかを物語 ってい る。
しか しなが ら、 この年 、電子分野 にお ける韓 ・日間の貿易収支は28.3億ドルの赤字 となっている。
これ は、特に電子分野 の対 日輸入 が韓 国の輸出 と密接 に関係 してお り、韓 国の電子製 品の輸 出の増
大が、 日本 か らの輸入 、主に部 品の輸入の拡大を誘発 しているか らだ と見 られ る。表3に 韓 国の電
子産 業 におけ る貿易収支 の推移 を示す。 この表 に も現れ てい るよ うに、韓 国の輸 出が急速 に増加 し
て きた1988年まで、 日本 か らの輸入 も大幅に伸 びてきた が、1989年以降には、韓 国の輸 出 も、R本
か らの輸入 も、相 対的 に伸び が鈍化 して きた。
表3韓 国 の電 子 産 業 に お け る 貿易 収 支 の 推 移
(単位:百万ドル、%)
1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992
輸出 7,24911,13315,7316,56417,22419,33420,683
電子産業 (53。6)(41,3)(5.3)(4.0)(12,3)(7.0)
業の貿 輸入 4,3435,7978,128 8,9269,849 11,24611,650
易収支 (33.5)(40、2) (9.8)(10.3)(14.2)(3.6)
収支 2,9065,3367,603 7,6387,3758,088 9,033
(83。6)(42.5)(0.5)(-3、4) (9.7)(11.3)
輸出 544 1,0081,5991,916 2,2011,820 1,739
電子産 (85.6)(41.6)〈22.6)〈12.2)(-17.3)(-4,5)
業の対 輸入 2,682 3,3984,4584,4374,5754,7854,568
日収支 (26.7)(3正.2)(-0,5)〈3.1) (4.6)(-4.5)





この よ うな対 日収支赤字 の根本的な原因 としては、1)韓 国の生産 してい るセ ッ ト、特に家電製
品の大半が 日本製 品 と似 てお り、 日本製の部 品がもとも と韓 国製品の仕組み に適 してい るこ と、2)
セ ッ トの機能 を左右す る核心部品 を 日本企業が持 ってい ること、3)地 理的な近 さに よ り納 期の短
縮 が可能 であ るこ と、が挙 げ られ る。
しか し、表4に 掲 げるよ うに、韓国の電子産業 の輸入 全体 に 占める対 日輸入の比重 は、1986年の
61.7%から次第 に減少 し、1992年には39.2%になってい る。 さらに、韓国の内需 に占め る対 日輸 入
の割合(以 下、 「対 日依存度 」 とい う。)で も、1986年の29.9%から1992年の18.8%まで減 少 して
きている。一方、 内需 に占め る全輸入 の比率(以 下、 「輸入依存度」 とい う。)で は、1986年と19
92年ではあま り変化が ない ことか ら、対 日輸入比重の低 下は韓 国産業の国産化 率が全般 的に高ま っ
てきたためで ある とい うよ りも、韓 国産業が輸入先を 日本 か ら米 国や欧州諸国な どへ 次第に転換 し
てきた結果で ある と考 え られ る。
輸 出面で は、電子産業の輸 出全体 に 占める対 日輸 出の比重 が、1986年の7.5%から1990年の12.8
%ま で上が って きたが、その後減少 し、1992年には8.4%に留 まった。 この ことか ら対 日輸 出の増
加 の原 因が、韓国製品の品質 向上 とい うよ りも、主に 日本の景気の状況 な ど 日本 内部 の事情 であっ
たこ とが伺 える。また、アセ アン諸 国や 中国で 日本企業 が生産 し日本に逆輸入 された製 品が 次々登
場 し、韓国製品の競争力 が相対 的に低 下 したため とも見 られ る。
表4韓 国の電子産業にお ける対 日輸出入 の比重 の推移
(単位:百 万 ドル、%)
生産 内需 対日輸入比重 対日依存度 輸入依存度 対日輸出比重
1986 12,095 9,189 61.7 29.2 47.3 7.5
1987 17,438 12,101 58.6 28.1 47.9 9.1
1988 23,531 15,928 54.8 28.0 51.0 10.1
1989 28,635 20,997 49.7 21.1 42.5 11.8
1990 28,918 21,543 46.5 21.2 45.7 12.8
1991 33,104 25,016 42.5 19.1 45.0 9.4
1992 33,392 24,359 39.2 18.8 47.8 8.4
(出所)(表3)に 同 じ
(注)対 日輸入比重=対 日輸 入/輸 入 、対 日依存度=対 日輸入/内 需
輸入依存度=輸 入/内 需、対 日輸 出比重=対 日輸出/輸 出
次 に韓国 の技術導入について見てみ よう。表5は 、電子分野 にお ける部 門別 ・国別 の技術導入 の
実績(1962-1990年)である。 家電機器で は、 日本が全 体の44.3%を占めている。60年代 の 白黒テ
レビをは じめ、カ ラーテ レビ、VTR、 電子 レンジな ど家電技術が幅広 く導入 された ため と考 え ら
れ る。半導体 関連では70年代後 半 よ り米国か らの導入 が 目立っ。半導体分野 では米 国か らの導入 が
66.4%を占めるが、最 近、メモ リー素子技術 では 日本 か らの導入が増えている。 コン ピュー ター及
び周辺関連機 器の場合 、本体や ソフ トウェア部門では、米 国か らの導入 が圧倒的 に多 いが、周辺機
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器では 日本か らの導入が多かった。
一方 、電子部品 については、部品の小型計量化 において技術力の ある 日本か らの導入 が圧倒 的に
多 く、部 品部門 にお ける対 日導入件数 が対 日導入全体の32.8%を占めてい る。
表5電 子 分 野 に お け る部 門 別 ・国別 の技 術 導 入 の 実 績(1962・一一1990)
(単位:件)
EC
カナダ その他 計日 本 米 国
ドイツ フランス イギ リス その他 小 計
家電機器 152 107 35 5 2 41 83 一 1 343
通信機器 59 53 4 一 4 6 14 4 3 133
半導体 36 101 4 一 } 7 11 3 1 152
コンピ ュー タ及 び 108 197 1 3 1 2 7 2 4 318
周辺機器
電子部品 197 74 6 3 一 3 12 1 4 288
その他 9 48 1 3 3 2 9 3 8 77
計 600 541 51 14 10 61 136 13 21 1.3U
(出所)韓 国産 業銀行 「技術導入の効果分析」1991.9
次に電子分野における 日本 の対韓直接投資について見 てみ よ う。 韓国政府 の統計 による と、1972
年か ら1976年までは、H本 は韓 国へ の全投資額 の71.3%を占める圧倒 的な ものであった が、その後 、
米国や 西欧諸国か らの投 資が増 え、 日本の投資が 占める割合 は50%以下に留まっていた。 それ が19
85年以降、 円高な どの要因に よって 日本の割合 は再び増加 した。 しか し、1989年以降 日本 か らの投
資は減 り続け、1992年には 日本 か らの投資は全体 の17.3%に過 ぎな くなっている。一方 、米 国か ら
の投資は、1989年に 日米 の割合 が逆転 して増 え続 け、1992年には全体の42.4%を占めるに到 ってい
る。
日本か らの投資が減少 した理 由 としては、1989年以 降の韓 国の急激な人件費上昇、労使紛争 な ど
による投資環境の悪化 が挙げ られ ているが、同期 間中、米 国や ドイツか らの投資 は減少 しなかった
こ とか ら、韓 国側 の要因だけでは十分 な説 明がで きない と考 え られ る。 日本 の大蔵省 の統計 に よれ
ば、 同時期、 日本は タイ、マ レーシア等の東南ア ジア諸 国へ の投資を伸 ば している。 このこ とか ら、
日本の対韓投資の減少は、ア ジア諸 国の中で も、 タイ、マ レー シアな ど東 南アジア諸 国にお ける投
資環境が韓国 よ りも相対的に良 くなった と判断 した 日本企業 が、投資先 を韓 国か ら東南 アジア諸 国
へ転換 して きた こ どに起因 している と考 え られ る。
電子分野 にお ける対韓投資について分析すれば、特 に電子部 品分野において、 日本企 業の対韓投
資 によって設 立された 日系企業のシェアは大 きい。例 えば、1991年現在 、可変抵抗器 、電解 コンデ
ンサー 、コイル、小型 モー ターや磁気ヘ ッ ドにお ける 日系企業 の生産量は韓 国国内の生産 量全体 の
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50%以上 を 占めてい る。最近、韓国企 業にお ける電子部品の生産 は徐 々に増 えてい るが、今 後、東
南ア ジア諸 国か らの安い部品の供給増加や 日系企業の韓国か らの撤収が進む と、部品の 自給 基盤 が
まだ弱い韓国 の電子産業は、近い将 来新た な試練 に直面す る可能性が ある。
3.韓 国の電子産業にお ける今後 の課題
最近 、韓 国では、大手電機 メーカー を中心に、家電製品のア ッセ ンブ ラーか らメモ リー ・液晶 な
どのデバ イスメー カーへ変身 しよ うとす る動きが 目立ってい る。 この よ うな動 きの中では、資金負
担力 と技術 開発力 といった企業 の体力 をいかに養 って い くかが、最大の課題 として浮 かび上が って
くる。今後 、メモ リー に して も、液晶 にしても、当分需要の好調が続 いてい くと予想 され るが、供
給過剰や不況 になった時 に、韓国 メーカーが どのよ うに堪 え忍んで乗 り越 えるか 、 しか も、その渦
中でも、技術 の急激 な進歩 に合わせて、ベ ス トタイ ミングで投 資を続 け られ るか否かが、韓国の電
子産業の将来 を決 めるポイ ン トにな りそ うである。
また、不断の研 究開発を通 じて 自分 な りの得意 な技術 を蓄積 しなが ら、 これ らの技術 を基 に して
外国企業 と補完的な技術 交流を図ってい くことが必要である。 また、投資環境の改善を進 め ること
に加 え、韓国 に進 出 した外国企 業が、人件費が少 し高 くても、勤勉かつ創 意的な人材 を確保 できる
よ うに、技術 人材 の育成 に政策 の重点 を置 くべきであ ると考 え られ る。
日本 との関係 で言 えば、韓 ・日間の違いが両国産業 にお ける格差 と対 日依存 を もた らした と考え
られ るが、韓 国は 日本産 業の成 功を支 えて きた諸条件 を冷静 に評価 した上で、韓 国産業 に とって最
も不 足 している部 門や 、長期 間にわた り労力 を要す る部 門に、 よ り大きな力 を入れ るべ きである と
考 え られ る。
(第3調査研 究 グルー プ)
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